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研究の目的 

筆者らは、既製杭により支持する建物の基礎梁を鉄骨造で構築する工法である「鉄骨基礎梁工法」の研究開発を進めてい

る。本工法では、施工性を考慮し、杭頭部をパイルキャップに埋め込む接合方式を採用しており、既報にて、埋込み方式（定

着筋の併用を含む）を用いたパイルキャップの曲げせん断実験について報告し、設計用限界値の評価式を提案している。引

き続きの取り組みとして、埋込み方式を用いたパイルキャップの適用範囲の把握および提案した評価式の検証を目的に、5
体の試験体による曲げせん断実験を行った。

研究の概要

本研究では、パイルキャップを模擬した鉄筋コンクリート部に SC 杭を埋

め込んだ形状の試験体について、図－１に示す加力装置により曲げせん断実

験を行った。主なパラメータは、定着筋の有無、杭中空部の中詰めコンクリ

ートの有無、せん断補強筋の配筋である。試験体のパイルキャップの形状は、

一般的な既製杭のそれよりも小さい Dp = 2.0D（Dp：パイルキャップ辺長、

D：杭外径）である。 
実験結果より、荷重－変形関係およびパイルキャップの損傷過程を把握し

（図－２、写真－１）、パイルキャップ寸法の縮小等による設計の合理化の可

能性を確認した。また、鉄骨基礎梁工法への適用に向け、パイルキャップの

コンクリートに打ち継ぎ面を有し、主筋に機械式継手を用いた試験体や、主

筋の降伏を想定した試験体も設定しており、これらの構造性能に基づき、本

工法への適用と設計法確立に向けた知見を得た。さらに、提案式による計算

値 Qcalと実験値 Qmaxの対応関係を確認した（図－３）。 

図－１ 加力装置の概要

図－３ 計算値と実験値の関係 図－２ 荷重－変形関係の一例

研究の成果

ⅰ. せん断補強筋の影響を考慮した杭頭埋込み部の設計用限界値の提案式により、各試験体の最大耐力を概ね適切に評価

できる 

ⅱ. パイルキャップのコンクリートに打ち継ぎ面、主筋に機械式継手を有する場合でも、打ち継ぎに沿ったひび割れの進

展は小さい範囲に留まる 

ⅲ. 杭中空部の中詰めコンクリートの有無が最大耐力へ及ぼす影響は小さい 

ⅳ. 加力方向前方の杭幅内に位置する主筋は、曲げ抵抗に寄与しておらず、パイルキャップの設計用限界曲げモーメント

の評価において考慮する必要がある 
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写真－１ 試験体（パイルキャップ） 
損傷状況の一例 
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研究の目的 

免震建物は地震被害の軽減に有効であるが、経済的な観点からその適用は病院や市庁舎などの重要施設に留まり、一般建

物への普及は十分に進んでいない。そこで、安価で入手が容易な鋼・コンクリート・黒鉛を用いて免震建物と同等の高い耐

震性を実現する「直置き型構造物」の開発を進めており、解析的な検討から、極めて希に発生する地震の 2 倍以上の強さの

地震動に対しても応答低減効果を発揮する可能性が示されている。しかしながら、その効果に関する実験的な評価・検証は

十分ではない。本研究では、直置き型構造物による振動実験を実施し、地震動に対する応答性状を確認した。

研究の概要

本研究では、鋼製の床フレームと柱脚部分を組み合わせた剛試験体、さらに柱を組み合わせた 1 層および 3 層試験体の 3
種類の試験体を製作し、コンクリート床板上に黒鉛を散布した図－１のすべり面上に積載して振動実験を行った。試験体の

柱脚部分には、残留変位抑制のための復元ゴムを取り付けた。剛試験体を用いた実験では、すべり面の摩擦係数の面圧依存

性を検証するため、柱脚部の平均面圧を変化させて正弦波加振を行った。図－２に示すように摩擦係数の面圧依存性が小さ

いことを確認した。1 層試験体の実験では、直置き型構造物の応答低減効果および上下動がすべり挙動と上部構造応答に及

ぼす影響を評価するため、国内で観測された 3 種類の地震波を用いて X 方向の一軸加振と X・Z 方向の二軸加振を行った。

表－１に示すように、上下動が直置き型構造物の最大すべり変位、最大すべり速度、摩擦係数、および上部構造の最大層せ

ん断力係数に及ぼす影響は小さいことを確認した。3 層試験体の実験では、水平二軸加振と一軸加振における上部構造応答

の差異を確認するため、同じ地震波を用いて X・Y 方向それぞれの一軸加振と X・Y 方向の二軸加振を行った。図－３に示

すように、二軸加振時における上部構造の応答は、一軸加振時と比較して概ね小さくなった。さらに、表－１と表－２に示

すように、1 層および 3 層試験体の全加振ケースにおいて、残留すべり変位がそれぞれ 20mm および 50mm 以内となった。

このことから、復元ゴムが十分な残留変位抑制効果を有することを確認した。

研究の成果

ⅰ．すべり面に接する試験体柱脚部の平均面圧が 1.8~8.1MPa の範囲では、摩擦係数の面圧依存性は小さい 
ⅱ．上下動の有無が、直置き型構造物の最大すべり変位、最大すべり速度、すべり面の摩擦係数および上部構造の最大層

せん断力係数に及ぼす影響は小さい

ⅲ．直置き型構造物は、国内で観測された極めて稀に発生するレベルの地震動に対しても十分な応答低減効果を有する

ⅳ．直置き型構造物の柱脚部分に取り付けた復元ゴムは、十分な残留変位抑制効果を有する

ⅴ．3 層試験体の水平二軸加振時の応答は、一軸加振時と比べ上部構造の最大層間変位および最大層せん断力係数が最大

で約 4 割小さく、最大すべり変位は同程度となる。また、すべり面の摩擦係数は一軸加振時より約 1~2 割小さくなる 
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図－２ すべり速度と 
摩擦係数の関係 

表－１ １層試験体の実験結果 

図－１ すべり面外観 

図－３ 一軸・二軸加振時の最大層間変位の比較 
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X 0.74 0.61 0.41
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■建築系■（免制振） 

黒鉛潤滑を用いたすべり機構を有する構造物の 

耐震性能に関する研究 

Research on the Seismic Performance of Structures with Graphite-Lubricated Sliding Mechanisms 


洲鎌 星＊ 小山慶樹＊＊ 山上 聡＊ 安井健治＊ 

Sei Sugama, Yoshiki Koyama, Satoshi Yamagami, Kenji Yasui 
研究の目的 

免震建物は地震被害の軽減に有効であるが、経済的な観点からその適用は病院や市庁舎などの重要施設に留まり、一般建

物への普及は十分に進んでいない。そこで、安価で入手が容易な鋼・コンクリート・黒鉛を用いて免震建物と同等の高い耐

震性を実現する「直置き型構造物」の開発を進めており、解析的な検討から、極めて希に発生する地震の 2 倍以上の強さの

地震動に対しても応答低減効果を発揮する可能性が示されている。しかしながら、その効果に関する実験的な評価・検証は

十分ではない。本研究では、直置き型構造物による振動実験を実施し、地震動に対する応答性状を確認した。

研究の概要

本研究では、鋼製の床フレームと柱脚部分を組み合わせた剛試験体、さらに柱を組み合わせた 1 層および 3 層試験体の 3
種類の試験体を製作し、コンクリート床板上に黒鉛を散布した図－１のすべり面上に積載して振動実験を行った。試験体の

柱脚部分には、残留変位抑制のための復元ゴムを取り付けた。剛試験体を用いた実験では、すべり面の摩擦係数の面圧依存

性を検証するため、柱脚部の平均面圧を変化させて正弦波加振を行った。図－２に示すように摩擦係数の面圧依存性が小さ

いことを確認した。1 層試験体の実験では、直置き型構造物の応答低減効果および上下動がすべり挙動と上部構造応答に及

ぼす影響を評価するため、国内で観測された 3 種類の地震波を用いて X 方向の一軸加振と X・Z 方向の二軸加振を行った。

表－１に示すように、上下動が直置き型構造物の最大すべり変位、最大すべり速度、摩擦係数、および上部構造の最大層せ

ん断力係数に及ぼす影響は小さいことを確認した。3 層試験体の実験では、水平二軸加振と一軸加振における上部構造応答

の差異を確認するため、同じ地震波を用いて X・Y 方向それぞれの一軸加振と X・Y 方向の二軸加振を行った。図－３に示

すように、二軸加振時における上部構造の応答は、一軸加振時と比較して概ね小さくなった。さらに、表－１と表－２に示

すように、1 層および 3 層試験体の全加振ケースにおいて、残留すべり変位がそれぞれ 20mm および 50mm 以内となった。

このことから、復元ゴムが十分な残留変位抑制効果を有することを確認した。

研究の成果

ⅰ．すべり面に接する試験体柱脚部の平均面圧が 1.8~8.1MPa の範囲では、摩擦係数の面圧依存性は小さい 
ⅱ．上下動の有無が、直置き型構造物の最大すべり変位、最大すべり速度、すべり面の摩擦係数および上部構造の最大層

せん断力係数に及ぼす影響は小さい

ⅲ．直置き型構造物は、国内で観測された極めて稀に発生するレベルの地震動に対しても十分な応答低減効果を有する

ⅳ．直置き型構造物の柱脚部分に取り付けた復元ゴムは、十分な残留変位抑制効果を有する

ⅴ．3 層試験体の水平二軸加振時の応答は、一軸加振時と比べ上部構造の最大層間変位および最大層せん断力係数が最大

で約 4 割小さく、最大すべり変位は同程度となる。また、すべり面の摩擦係数は一軸加振時より約 1~2 割小さくなる 
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